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(57)【要約】
【課題】装置の大型化や高コスト化を招くことなく、様
々な被検査物に対応しながら精度高く金属異物を検知で
きるようにする。
【解決手段】被検査物５０を搬送する搬送部３Ａと、そ
の搬送路を挟んで対向配置されたセンサコイル１０及び
検出用磁場形成器１１を備えた検出部５Ａと、検出用磁
場形成器１１による検出用磁界の変動を検出したセンサ
コイル１０の信号から金属異物の有無を判定する制御部
２とを備え、金属異物を検知した制御部２がそれを報知
又は／及び被検査物を排除させる金属探知機１Ａにおい
て、センサコイル１０側面から搬送路長手方向に沿って
所定間隔を置いた位置にブースタ磁石１２が磁化用磁界
を搬送路側で検出用磁界と部分的に重なるように配設さ
れ、その磁化用磁界が、検出用磁界に磁束密度が部分的
に疎になるスポットを形成させて磁気勾配に変化を与え
ながら被検査物５０中の金属異物を一時的に磁化するも
のとした。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被検査物を搬送する搬送手段と、該搬送手段による搬送路を挟んで対向配置されたセン
サコイル及び検出用磁場形成手段を備えた金属センサと、前記検出用磁場形成手段による
検出用磁界の変動を検出した前記センサコイルの信号から金属異物の有無を判定する制御
手段とを備え、前記搬送路上を移動する被検査物中の金属異物を検知した前記制御手段が
前記検知したことを報知又は／及び被検査物を排除させる金属探知機において、前記セン
サコイルの側面から前記搬送路の長手方向に沿って所定の間隔を置いた位置に、金属異物
磁化用のブースタ磁石がそれによる磁化用磁界を前記搬送路側で前記検出用磁界と部分的
に重なるようにして配設されており、前記磁化用磁界が、前記検出用磁界に磁束密度が部
分的に疎になるスポットを形成させることで前記検出用磁界の磁気勾配に空間的変化を与
えた状態としながら、被検査物中の金属異物を一時的に磁化することを特徴とする金属探
知機。
【請求項２】
　前記ブースタ磁石の配置は、前記センサコイルのコア側面から１０～２０ｍｍ離れた位
置とされている、ことを特徴とする請求項１に記載した金属探知機。
【請求項３】
　前記ブースタ磁石が前記センサコイルの下流側に配設されている、ことを特徴とする請
求項２に記載した金属探知機。
【請求項４】
　前記検出用磁場形成手段の前記センサコイルへの対向面である正面及び搬送方向に直角
な左右側面の正面寄り中間位置までの部分を除く範囲をカバーするように、パーマロイ製
の磁力線遮断用のシールド板が、前記検出用磁場形成手段の左右側面及び背面から所定の
間隔を置いて縦断面下向きコ字状のシールド面を形成するように配設されている、ことを
特徴とする請求項１，２又は３に記載した金属探知機。
【請求項５】
　前記シールド板の内側面と前記検出用磁場形成手段の左右側面及び背面との間隔は、前
記検出用磁場形成手段の左右幅と各々同等の大きさとされている、ことを特徴とする請求
項４に記載した金属探知機。
【請求項６】
　前記搬送手段は、搬送方向に対し軸線を直角にして並列配置された複数本のローラーで
搬送面が形成されているとともに、前記搬送面の下流側が低くなるように所定確度傾斜し
た状態で支持可能なものとされており、前記金属センサの上流側に置いた被検査物がその
自重により自動的に前記搬送面上を下流側に移動する、ことを特徴とする請求項１，２，
３，４又は５に記載した金属探知機。
　
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、製品に混入した金属異物を検知するための金属探知機に関し、殊に、検出用
磁界を通過することで渦電流を生じるものを含む様々な被検査物について、低廉なコスト
で高い検知機能を発揮する金属探知機に関する。
【背景技術】
【０００２】
　製品中に混入した強磁性体の金属異物を検知する金属探知機は様々な方式のものが知ら
れており、例えば特開平１０－８８４６９号公報に記載されているように、サーチコイル
の上方に永久磁石を配置して金属異物を含む製品が磁界を通過することで生じた変化を電
気信号として検出するものや、電磁波放射コイルに通電して製品に電磁波を照射しながら
製品中の金属異物に生じる渦電流の応答磁界をセンサコイルで検出して金属異物を検知す
るものが知られている。
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【０００３】
　しかし、その被検査物が、アルミ蒸着ラミネートやアルミ箔等の通電性を有した包装で
覆われている製品や高濃度電解質溶液を封入した製品である場合は、磁界を通過すること
でその包装や製品自体に渦電流が生じて渦電流磁界を形成し、製品中の金属異物を検知し
にくくすることが知られている。また、センサコイルに対向して永久磁石を配置する方式
においては、センサコイルとの間に形成された磁場が整った状態で安定しやすいことから
、微小な金属異物には反応が鈍くなるという難点がある。
【０００４】
　このような問題に対し、特開２００３－６６１５６号公報には、金属異物の磁化手段と
してのブースタ磁石をセンサコイル上流側の離れた位置に配置するとともに、検出用磁界
を非検査物自体に渦電流が生じないレベルにして誤検出を回避するものとした金属探知機
が提案されている。この方式では、アルミ包装製品や電解質封入製品自体は非磁性体であ
るため磁化手段では着磁されないが、磁化用磁界を通過している間は渦電流が生じること
から、その磁界の影響を受けない離れた位置に配置したセンサコイルで金属異物に残存し
た磁気を検出するものである。
【０００５】
　しかしながら、この方式においては、前述のようにセンサコイルとブースタ磁石との間
隔を充分に確保する必要性から、磁化した金属異物がセンシング位置に達した時点で減磁
して検出しにくくなる場合もあり、且つ、その間隔を確保するために機体の短縮・小型化
が困難であることから、長物製品の排除タイミングや所望のタクトタイムを確保しにくく
するという問題もある。
【０００６】
　一方、本願発明者らは、特開２００４－８５４３９号公報において、図１７に示すよう
に、センサ体１０Ｂにおいてセンサコイル１０のコア１０ｃに接触した状態で永久磁石１
３を配置して、アルミ包装に渦電流が生じない程度の微弱な静磁界を与えることで、アル
ミ包装よりも比透磁率の大きな金属異物の反応を検出する方式を提案している。このよう
に、永久磁石１３をセンサコイル１０と一体化することで、制御上のタイミングを取りや
すくしながら、機体の小型化・ライン長の短縮を実現可能なものとしている。
【０００７】
　ところが、上述のように微弱な磁界を使用する方式においては、実用的な異物出力信号
を得るために大きな増幅率が必要となり、外部ノイズの影響を受けやすくなるという問題
もある。これに対し、特許文献１の方式のように、センシングエリア全体をシールドで包
囲することも考えられるが、これでは装置の大型化と製造コストの高騰を招く結果となっ
てしまう。また、センサコイルのコアに永久磁石を密着して配置する方式においては、経
年使用によりコアが永久磁石化して微小な金属異物への反応が鈍くなることが判明してい
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平１０－８８４６９号公報
【特許文献２】特開２００３－６６１５６号公報
【特許文献３】特開２００４－８５４３９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、上記のような問題を解決しようとするものであり、装置の大型化や高コスト
化を招くことなく、様々な被検査物に対応しながら精度高く金属異物を検知できるように
することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
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　そこで、本発明は、被検査物を搬送する搬送手段と、この搬送手段による搬送路を挟ん
で対向配置されたセンサコイル及び検出用磁場形成手段を備えた金属センサと、その検出
用磁場形成手段よる検出用磁界の変動を検出したセンサコイルの信号から金属異物の有無
を判定する制御手段とを備え、搬送路上を移動する被検査物中の金属異物を検知した制御
手段がそれを検知したことを報知又は／及び被検査物を排除させる金属探知機において、
そのセンサコイルの側面から搬送路の長手方向に沿って所定の間隔を置いた位置に、金属
異物磁化用のブースタ磁石がその磁化用磁界を搬送路側で検出用磁界と部分的に重なるよ
うにして配設されており、その磁化用磁界が、検出用磁界に磁束密度が部分的に疎になる
スポットを形成させることで検出用磁界の磁気勾配に空間的変化を与えた状態としながら
被検査物中の金属異物を一時的に磁化する、ことを特徴とするものとした。
【００１１】
　このように、検出用磁界を形成する検出用磁場形成手段に対向配置したセンサコイルの
側方所定位置にブースタ磁石を配置したことで、装置の大型化や高コスト化を招くことな
く金属異物の磁化による高い検出機能を実現可能として、様々な被検査物に対応するバイ
アス型の金属センサが構成されるものであり、ブースタ磁石をその磁化用磁界が検出用磁
界と重なる側方位置に配置したことで、検出用磁界に磁束密度が疎になるスポットを形成
させるものとし、これによりその空間磁場の形成にひずみを与えて検知感度の向上を実現
したものであり、且つ、ブースタ磁石がコアに接触しないことで経年使用によるコアの磁
石化を招きにくくして、高い検出機能を長年に亘り維持しやすいものとなる。
【００１２】
　また、この金属探知機において、そのブースタ磁石の配置は、センサコイルのコア側面
から１０～２０ｍｍ離れた位置とされている、ことを特徴としたものとすれば、ブースタ
磁石の磁化用磁界が検出用磁界の形成に影響することで磁気勾配に適度な空間的変化を与
えながら、検出用磁界の磁束密度が疎になるスポットが形成されることによる検出上の影
響を最小限に抑えて、高い検出確度と検知感度を実現しながらコアが磁石化することを確
実に防止できるものとなる。
【００１３】
　この場合、そのブースタ磁石がセンサコイルの下流側に配設されていることを特徴とし
たものとすれば、より優れた検知機能を発揮しやすいものとなる。
【００１４】
　さらに、上述した金属探知機において、その検出用磁場形成手段のセンサコイルへの対
向面である正面及び搬送方向に直角な左右側面の正面寄り中間位置までの部分を除く範囲
をカバーするように、パーマロイ製の磁力線遮断用のシールド板が、検出用磁場形成手段
の左右側面及び背面から所定の間隔を置いて縦断面下向きコ字状のシールド面を形成する
ように配設されている、ことを特徴としたものとすれば、シールドの存在により検出機能
が低下することを最小限に抑えながら外部ノイズの影響を軽減することができる。
【００１５】
　この場合、そのシールド板の内側面と検出用磁場形成手段との間隔は、検出用磁場形成
手段の左右幅と同等の大きさとされている、ことを特徴としたものとすれば、シールド板
の配置によりセンサコイルへの磁力線の到達レベルが低下してしまうことを、低コストで
最小限に抑えることができる。
【００１６】
　加えて、上述した金属探知機において、その搬送手段は、搬送方向に対し軸線を直角に
して並列配置された複数本のローラーで搬送面が形成されているとともに、その搬送面の
下流側が低くなるように所定確度傾斜した状態で支持可能なものとされており、金属セン
サの上流側に置いた被検査物がその自重により自動的に搬送面上を下流側に移動する、こ
とを特徴としたものとすれば、駆動手段の配設とその駆動電源が不要になることから、装
置における一層の小型化と低コスト化が実現しやすいものとなる。
【発明の効果】
【００１７】
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　検出用磁場形成手段に対向配置したセンサコイルの側方に隣接してブースタ磁石を配設
した本発明によると、装置の大型化や高コスト化を招くことなく様々な製品に対応しなが
ら、精度高く金属異物を検知できるものである。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明における第１の実施の形態である金属探知機の正面図である。
【図２】図１の金属探知機における検出部の拡大した縦断面図である。
【図３】図２の検出部におけるセンサコイルとブースタ磁石の位置関係を示す平面図であ
る。
【図４】図１の金属探知機の機能ブロック図である。
【図５】本発明における第２の実施の形態である金属探知機の正面図である。
【図６】図５の金属探知機の使用状態を示す正面図である。
【図７】図２の検出部からブースタ磁石とシールド板を除いた場合の磁力線の状態を示す
シミュレーション画像である。
【図８】図７の検出部における磁束密度の状態を示すシミュレーション画像である。
【図９】図７の検出部において検出用磁場形成器にシールド板を近接配置した場合の磁力
線の状態を示すシミュレーション画像である。
【図１０】図９の検出部における磁束密度の状態を示すシミュレーション画像である。
【図１１】図９のシールド板を図２のシールド板に変更した場合の磁力線の状態を示すシ
ミュレーション画像である。
【図１２】図１１の検出部における磁束密度の状態を示すシミュレーション画像である。
【図１３】図１１のセンサコイルの側面にブースタ磁石を密着配置した場合の磁力線の状
態を示すシミュレーション画像である。
【図１４】図１３の検出部における磁束密度の状態を示すシミュレーション画像である。
【図１５】図１３のブースタ磁石を図２と同様にセンサコイルの側面から離した位置に配
置した場合の磁力線の状態を示すシミュレーション画像である。
【図１６】図１５の検出部における磁束密度の状態を示すシミュレーション画像である。
【図１７】従来例によるセンサコイルの構成を示す拡大した縦断面図である。
【００１９】
　以下に、図面を参照しながら本発明を実施するための形態を説明する。
【００２０】
　図１は、本発明における第１の実施の形態である金属探知機１Ａを示している。この金
属探知機１Ａは、図示しないモータの駆動により無限ループ軌道で動作するコンベアベル
ト３０を備えた搬送手段としての搬送部３Ａと、この搬送部３Ａによる搬送路の途中でコ
ンベアベルト３０下面側に配置されたセンサ体１０Ａ及びその上方でこれに対向配置され
た検出用磁場形成手段としての検出用磁場形成器１１を備えて金属センサを構成している
検出部５Ａと、金属異物の有無の判定を含む各種制御を実行する制御手段としてのマイコ
ン２０を備えた制御部２とからなり、搬送路上流側から搬送された被検査物５０について
、センサ体１０Ａの上方を通る際に検出した電気信号を基に、マイコン２０が金属異物の
有無を判定するものである。
【００２１】
　図２は、前述した金属探知機１Ａにおける検出部５Ａを搬送方向に沿う面で切断した縦
断面図を示している。この検出部５Ａは、コンベアベルト３０による搬送路が貫通するア
ーチ状のゲート１４の内側上部に検出用磁界を形成する永久磁石による検出用磁場形成手
段である検出用磁場形成器１１が配設されており、コンベアベルト３０の下方位置になる
ゲート１４の内側下部には、センサコイル１０及びこれに並列して配置されたブースタ磁
石１２からなるセンサ体１０Ａが配設されている。
【００２２】
　図３は、上述したセンサ体１０Ａの詳細な構成を平面図で示している。このセンサ体１
０Ａは、薄い珪素鋼板を積層して棒状に形成した断面Ｅ字状のコア１０ｂに導線１０ａが
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巻回されてなるセンサコイル１０と、そのコア１０ｂ側方の搬送方向に沿う向きで間隔Ｗ
を置いて並列配置されて搬送路側に磁化用磁界を形成しながら金属異物を一時的に磁化さ
せる永久磁石によるブースタ磁石１２とを備えたものであり、このブースタ磁石１２が、
センサコイル１０に対しその側方の密着しない位置で搬送方向に直角な長手方向を並行に
して隣接配置されている点を特徴としている。
【００２３】
　このように、ブースタ磁石１２が、センサコイル１０の側方に隣接配置されたことで、
従来のバイアス型金属センサのように装置の大型化や高コスト化を招くことなく金属異物
を一時的に磁化して検出確度を高めることが可能になるが、ブースタ磁石１２がセンサコ
イル１０の側面から搬送方向に沿った向きで適度に離れた位置に配置されたことで、検出
用の空間磁場にひずみを与えて検知感度を向上させるとともに、長期間使用してもセンサ
コイル１０のコア１０ｂが磁石化しにくくなるため、長年に亘って高い検知能力を維持し
やすいものとなる。
【００２４】
　このブースタ磁石１２の位置としては、センサコイル１０のコア１０ｂ側面から搬送路
の長手方向に沿う向きで１０～２０ｍｍの間隔Ｗを置いて配設することが、検出用磁界の
磁気勾配に適度な変化を与えた状態としながら金属異物が充分に磁化した状態で検出させ
る観点で好適であることが、実験により明かとなっている。
【００２５】
　このような構成を採用したことで、高い検出確度と検知感度を実現するとともに、セン
サコイル１０のコア１０ｂが経年使用で磁石化することを確実に防止することができる。
尚、この場合、ブースタ磁石１２をセンサコイル１０の下流側に配置した方が、上流側に
配置するよりも検知感度が高くなりやすいことが、実験により明かになっている。
【００２６】
　また、ブースタ磁石１２の配設位置は、図２に示したようにその上面の高さをセンサコ
イル１０の側方でその上面よりも低い位置にすることで、ブースタ磁石１２による磁場と
検出用磁場形成器１１による磁場の相互作用により検出用磁界が疎になる空隙部分（スポ
ット）の形成を適度な状態に抑えながら、これをセンシング位置よりも低い位置に下げて
検出確度・検知感度を確保しやすいものとしている。
【００２７】
　再度図２を参照して、本実施の形態においては、検出用磁場形成器１１のセンサコイル
１０に対向する正面側及び搬送方向に直角な左右側面の正面寄り中間位置までを除く部分
をカバーするように、磁力線遮断用のシールド板１１１が、その内側面と検出用磁場形成
器１１の左右側面及び背面との間に所定の間隔を有して縦断面下向きコ字状のシールド面
を形成するように配設されている。これにより、センサコイル１０に到達する磁力線の減
弱化を回避しながら、外部ノイズの影響を充分に軽減することができる。
【００２８】
　この場合、そのシールド板１１１の素材としては、コスト面と機能面のバランスの観点
から、パーマロイ（比透磁率２０万～６０万）が好適である。そして、シールド板１１１
の内側面と検出用磁場形成器１１の左右側面及び背面との間隔については、図のように検
出用磁場形成器１１の左右幅と同等の大きさとすることが、シールド板１１１の存在によ
るセンサコイル１０に到達する磁力線の減弱化を最小限に抑える観点から好ましい。
【００２９】
　図４は、上述したセンサ体１０Ａを備えた金属センサである検出部５Ａの構成とその原
理を説明するための機能ブロック図を示している。この検出部５Ａは、ブースタ磁石１２
の作用で一時的に磁化した金属異物が検出用磁場形成器１１の下方を通過する際に検出用
磁界に与えた影響を、センサコイル１０で電気信号として検出する方式となっており、検
出された信号は制御部２の増幅回路２１で増幅され、フィルタ２２を経由してからマイコ
ン２０に入力されて、金属異物混入の有無を判定される。
【００３０】
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　図５は、本発明における第２の実施の形態である金属探知機１Ｂを示している。この金
属探知機１Ｂは、その搬送部３Ｂにおける搬送手段として、上述した金属探知機１Ａの搬
送部３Ａにおけるモータ駆動のコンベアベルト３０の代わりに、複数本のローラー（プラ
スティックローラー）３１０で形成された搬送面３１により重力を利用した駆動方式を実
現した点を特徴としている（制御部の図示は省略）。
【００３１】
　即ち、この搬送部３Ｂにおいては、搬送方向に対し軸を直角にして算盤の珠状に並列配
置された複数本のローラー３１０により搬送面３１が形成されており、図６に示すように
、その搬送面３１の下流側が低くなるように所定確度傾斜した状態で搬送部３Ｂ支持する
ことで、金属センサ１０Ａ上流側の搬送面３１に置いた被検査物５０が、その自重により
自動的に搬送面３１上を下流側に移動するようになっている。
【００３２】
　そのため、モータのような駆動手段の配置やそのための駆動電源が不要になることから
、装置の軽量化・小型化と導入・維持コストの低減を実現しやすいものとしている。また
、作業者にとっても、取り扱いとメンテナンスが容易になるとともに、コンベアベルトで
指を挟むような心配もないため、安全・安心に扱える装置と言える。
【００３３】
　さらに、本実施の形態では、複数本のローラー３１０からなる搬送面３１を上面側に有
して下流側を基体側に軸支された搬送部３Ｂが、支持アーム３２によりその上流側を係止
された状態で片持ち式に支持可能とされており、支持アーム３２における係止位置を適宜
変更することで、搬送面３１上流側の支持高さを変更しながら搬送面３１の傾斜角度を０
～３０度の範囲で調整可能であるため、被検査物５０の搬送速度を容易に調整することが
できる。
【００３４】
　加えて、その検出部５Ｂにおいては、検出用磁場形成器１１を内側上部に有したゲート
１５が、これに設けたスライド溝１５１，１５２内における搬送部３Ｂ本体へのネジの係
止位置に応じて、その高さ位置を所定範囲で調整可能とされており、被検査物５０の厚さ
に応じてゲート１５及び検出用磁場形成器１１の高さを容易に変更することができる。
【００３５】
　以下に、コンピュータシミュレーション画像による図７～図１６を参照しながら、第１
の実施の形態による金属探知機１Ａの機能的な特徴部分と作用について、詳細に説明する
。
【００３６】
　図７は、図２に示した検出部５Ａからブースタ磁石１２とシールド板１１１を除いた場
合の磁場の状態（磁力線の向きと分布）を示しており、図８はその場合の磁束密度の状態
を濃淡（密度の高さ＝濃さ）で示している。このシミュレーションでは、ブースタ磁石が
ないことでセンシング位置における空間磁場が揃った状態で安定していることが分かる。
【００３７】
　図９は、図７の検出用磁場形成器（永久磁石）の左右側面側及び背面側を総て覆うよう
に、下向きコ字状のシールド板をその内側面が検出用磁場形成器の左右側面・背面に近接
するように配置した場合の磁場の状態を示し、図１０はその場合の磁束密度の状態を示し
ている。このシミュレーションでは、図７の場合と比べて左右方向への磁力線の拡散は抑
えられているが、センサコイル近傍の磁束密度がやや薄くなっており、センサコイルに到
達する磁力線が減弱していることが分かる。
【００３８】
　図１１は、図７のシールド板を図２のシールド板１１１と同様にして、その内側面と検
出用磁場形成器の左右側面及び背面との距離を検出用磁場形成手段の左右幅とほぼ同等に
するとともに、検出用磁場形成器の左右側面の中途位置までを覆う構成とした場合の磁場
の状態を示し、図１２はその場合の磁束密度の状態を示している。このシミュレーション
では、左右方向への磁力線の拡散は抑えられており、センサコイル１０近傍の磁束密度は
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【００３９】
　図１３は、図１１のセンサコイルの側面にブースタ磁石を密着して配置した場合の磁場
の状態を示し、図１４はその場合の磁束密度の状態を示している。このシミュレーション
では、センサコイル１０近傍のセンシング位置における空間磁場にひずみを生じた状態と
なっている。しかし、図１４において矢印で示す部分には磁束密度の薄いスポット（空隙
部）が生じており、その位置はセンシング位置に重なっていることが分かる。
【００４０】
　図１５は、図１３のブースタ磁石をセンサコイルの側面から１５ｍｍ離した位置にした
場合の磁場の状態を示し、図１６はその場合の磁束密度の状態を示している。このシミュ
レーションでは、図２のセンサ体１０Ａと同様の配置となっており、センシング位置にお
ける空間磁場に適度なひずみを生じているのは同様であるが、図１６において矢印で示す
磁束密度の薄いスポットは、図１４の場合よりも小さくなっており、且つ、その位置が下
がってセンシング位置に重なっていないことが分かる。
【００４１】
　以上の結果から分かるように、図１５の場合と同様の配置である図２のセンサ体１０Ａ
においては、そのブースタ磁石１２について、金属異物に対する磁化作用に加え、検出用
磁場形成器１１による検出用の空間磁場がセンサ体１０Ａによる磁場と鎖交して変化する
ことで検出信号が最大になる位置を選択したものであり、検知感度と検出確度の向上を目
的とした磁場設計となっている。
【００４２】
　即ち、従来例においてセンサコイルを２本以上配置したり大きなブースタ磁石を配置し
たりしても微少金属異物に対する充分な感度が確保されずに装置の小型化・低コスト化を
実現できなかったのに対し、本発明においてブースタ磁石を上述のような位置に配置した
ことで、検出用磁界の磁束密度が部分的に疎になるスポットを好適な位置・状態で形成さ
せて検出用磁界の磁気勾配に空間的変化を与えながら被検査物５０中の金属異物を一時的
に磁化することを可能として、装置の大型化・高コスト化を伴うことなく微少金属異物の
高感度な検知を実現したものである。
【００４３】
　また、本発明においては、ブースタ磁石１２をセンサコイル１０の側面から適度に離し
て配置したことで、そのコア１０ｂの珪素鋼板が経年使用により永久磁石化して感度が低
下することを回避する効果も期待できる。さらに、そのシールド板１１１を検出用磁場形
成器１１から適度に離しながらその側面を総て覆わない構成としたことにより、突発的に
生じるノイズの影響を低減しながら金属センサ１０Ａに到達する磁力線が過剰に減弱して
しまうことを回避可能なものとしている。
【００４４】
　以上、述べたように、アルミ包装製品や高濃度電解質液封入製品のような金属異物を検
知しにくい被検査物であっても、本発明により、装置の大型化・高コスト化を招くことな
く様々な状況に対応して精度高く金属異物を探知できるようになった。
【符号の説明】
【００４５】
　１Ａ，１Ｂ　金属探知機、２　制御部、３Ａ，３Ｂ　搬送部、５Ａ，５Ｂ　検出部、１
０　センサコイル、１０Ａ　センサ体、１０ａ　導線、１０ｂ　コア、１１　検出用磁場
形成器、１２　ブースタ磁石、２０　マイコン、３０　コンベアベルト、３１　搬送面、
５０　被検査物、１１１　シールド板、３１０　ローラー
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